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2050年実質ゼロに向けた国・県の動き

（R3.1.22現在）

温室効果ガス排出量実質ゼロの表明状況（都道府県）

（R2.10.1現在）

（R5.6.30現在）

表明済都道府県

出典）環境省ウェブサイト「地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」
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発電電力量並びに送電状況

【新潟県】 【日本】

出典）左：新潟県調べ 右：環境省公表値 ※四捨五入により合計が100％にならない場合がある

国・県ともに2050年カーボンニュートラル、2030年度46％削減（2013年度比）の実現が目標
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森林吸収量等との合計
日本：11.22億t（-20.3％）
本県：算定中

日本 新潟県
( )は基準年排出量との比
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発電電力量並びに送電状況

東日本大震災以降は火力の発電量が拡大（総発電量の８割超）
原発が停止している状況でも発電量の６割以上が県外送電分
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発電電力量推移と県外への送電状況 ※発電量は、自家用分を除く
※県外送電比率の2016年度以降の値は、県外からの受電量を含めずに算出した

年度
※四捨五入により合計が合わない場合がある

新潟県2050年カーボンゼロの実現
に向けた戦略（2022年３月）
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都道府県別の再エネ発電容量比較（2019年度）

本県は全国第4位の水力発電をはじめ、再生可能エネルギー供給においても貢献
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出典）地熱・バイオマス・風力・太陽光：資源エネルギー庁「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」（2019年度値）
水力：同「電力調査統計」、ただし本県分は「新潟県の電力概況（2019年度実績）」

新潟県 2019年度 発電容量/MW 全国順位
太陽光発電 340 41

風力発電 28 27

バイオマス発電 25 32

地熱発電 0 -

水力発電 3366 4

合計 3758 11

新潟県2050年カーボンゼロの実現
に向けた戦略（2022年３月）
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※2050年は仮定の
値を含む参考値

■ 本県では、今後さらなる再エネの導入が見込まれている

・洋上風力については、800MW
程度の追加プロジェクトを見込む
・太陽光は、本県の太陽光発電
導入進捗率が2019年度現在の
全国の進捗率と同程度になると
想定した値
・その他は2030年度までの導入
量を踏まえて推定

最大限の導入を図る

電源 追加の導入見込み
（MW）

想定発電量
（億kWh）

洋上風力発電 400 11.6
陸上風力発電 200 3.8
バイオマス、地熱発電 400 23.9
太陽光発電 650 8.1
水力発電 50 2.6
水素・アンモニア － 1.5
合計 1,700 約52

村上市・胎内市沖

聖籠町 等 2050年には、本県の太陽光発
電導入進捗率が2019年度現
在の全国の進捗率と同程度に
なると想定した際の2030年度の
値

長岡市、柏崎市、出雲
崎町、関川村 等

糸魚川市、新発田市等

新潟市、聖籠町 等

※四捨五入により合計が合わない場合がある

今後想定される再エネ等の導入見込み量 新潟県2050年カーボンゼロの実現
に向けた戦略（2022年３月）
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再生可能エネルギー導入による効果について

陸上風力発電
0.1%

バイオマス発電 0.4% 地熱発電 0.0%
太陽光発電 0.9%

水力発電
15.6%

火力発電 83.0%

再エネ比率

17.0％

再エネ発電量推定
計 約80億kWh

■発電量と電源内訳 ～本県の再エネ電力の比率はどのくらいと考えられるのか？

出典）
地熱・バイオマス・風力・太陽光：資源エ
ネルギー庁「固定価格買取制度 情報公
表用ウェブサイト」（2019年度値）
水力・火力：「新潟県の電力概況
（2019年度実績）」

新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた
戦略（2022年３月）より一部改変

（2019年度）
県内発電量 計472億kWh

【CO2削減に寄与】
県内で地消
東北エリア（県内含む）で使用
他都県で使用

■温室効果ガス排出量への換算・・・
→ 現状のルールでは、電力の消費地で計上
→ 再エネを創出した地域の貢献が見えにくい
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電力需要割合
（2030/2019）
：▲93％

ギャップ
約52億 61%※

152.1

約25%

約49%

脱炭素電源比率
61％（57～61％の最大値）

再エネ ：36～38％
原子力：20～22％
H2・NH3：1％

※第6次エネルギー基本計画

OCCTO）「2020 年度供給計画の取りまとめ」等より推定

■電力需要量との比較（考え方の一例）

2019年度の再エネ電
力推定41億kWhに前
頁の52億kWhを加える
と、エネ基で示された
61％に届くことになる。
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日本有数のエネルギー供給基地「新潟県」

村上

新潟

長岡柏崎

上越
(直江津)

国内最大の
【南長岡ガス田】

（2020年）

新潟県内の石油・天然ガスの
生産量と天然ガス田の分布天然ガスと原油の生産量

天然ガス
（単位：千㎥）

原油
（単位：kl）

新潟県 1,747,509 329,746
全国 2,295,361 512,257
新潟県／全国 76.1% 64.2%

（図は2017年の数字）

○新潟県の天然ガス生産量は国内の約８割、原油生産量は約６割を占める、エネルギー供給
大県。こうした資源を活用した機械産業や石油化学産業が発達してきた。
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国産油ガス田を活用したCO2貯留ポテンシャル
出典）新潟カーボンニュートラル拠点開発・基盤整備戦略（2023年３月）
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日本海側における燃料中核拠点としてのインフラと産業集積
出典）新潟カーボンニュートラル拠点開発・基盤整備戦略（2023年３月）
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新潟県再エネ電力等移出地域評価モデルの検討について

■ 本県は国内有数のエネルギー供給県であり、今後も洋上風力等再エネのさらなる導入等により、
我が国のカーボンニュートラル化に貢献できる力を有している。

■ 一方、現状では、県内で発電した再エネ電力の約半分（推計値）は県外へ供給され、それらを
活用した際のCO2削減効果が県外の電力消費地でカウントされているなど、電力生産地である本
県の貢献が適切に評価されていないという課題がある。

■ 地域の資源を活用した再エネ電力の導入等にあたっては、地域住民の理解促進をはじめ、地方
自治体の取組が不可欠であり、こうした地域の貢献が適切に評価され、インセンティブとなるような
仕組みが重要である。

■ 県では、これまでも国に対し、県内外への再生可能エネルギーの供給や、CCUS等の新たな技術を
活用したCO2削減について、導入地域のインセンティブとなるように評価される仕組みを構築するこ
とを求めてきたが、未だ具体的な検討は進められていない。

■ このため、今年度、有識者からなる研究会を設置し、電力移出状況の可視化や、脱炭素化への
貢献を評価する手法等について調査・研究を行い、国への具体的な提言を目指すものとする。
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